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令和６年度教育局等人事異動等の概要  

 

 

１ 教育局の組織改正等 

 

 （１）複雑化・困難化する教育課題に対応するための組織強化 

 

ア 総務課及び教育政策課の所掌事務を再編するとともに、教育長直轄の

本局の参事（副部長級）及び参事付き職員を配置し、迅速かつ的確な政

策立案の推進及び部局横断的な課題への対応を強化する 

 

イ 生涯学習推進課、文化財・博物館課、人権教育課、生徒指導課の所属

する部を以下のとおり移管する 

 

 ① 生涯学習推進課と文化資源課を教育総務部へ移管し、県立社会教育

施設の効率的かつ効果的な管理運営を推進する 

  合わせて、文化資源課の所掌事務のうち、文化活動及び埼玉県芸術文

化祭に関する事務を生涯学習推進課に移管し、文化資源課の名称を

「文化財・博物館課」に変更する 

 

 ② 人権教育課を県立学校部へ移管し、ヤングケアラーの支援や性の多

様性を尊重した教育など、特に県立学校における喫緊の課題への対応

を強化する 

 

 ③ 生徒指導課を市町村支援部へ移管し、義務教育段階における不登校

対策やいじめ対策への対応を強化する 

 

ウ 県立学校部副部長のうち１名が市町村支援部副部長を兼務すること

により、両部を横断する課題に対する部間連携を強化する 

 

 （２）重点課題に対応するための人員配置 

   

ア いじめ・不登校対策の強化 

  義務教育段階における不登校対策やいじめ対策への対応を強化する

ため、生徒指導課を市町村支援部へ移管するとともに、生徒指導課に教

育指導幹を新たに配置する 

 

  イ ＩＣＴを活用した教育の推進 

  学習指導と環境設備の両面から一体的にＩＣＴを活用した教育を一

層推進するため、ＩＣＴ教育推進課を２名増員する 
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２ 人事異動 

 

（１）教育局関係 

 

 ア 異動件数 

                      （  ）は令和５年度 

 役付職員 専門職員 一般職員 計 

 １９４ 
（１９５） 

２３９ 
（２３０） 

１０３ 
（１０９） 

５３６ 
（５３４） 

増減 △１ ９ △６ ２ 

 

  イ 人事交流の状況 

                      （  ）は令和５年度 
 役付職員 専門職員 一般職員 計 

教 育 局 → 学  校 
３０ 

（２７） 

６８ 
（７２） 

１０ 
（１０） 

１０８ 
（１０９）

学  校 → 教 育 局 
１４ 

（２４） 
５３ 

（４５） 
２２ 

（２１） 
８９ 

（９０） 

教 育 局 → 知事部局 
１１ 

（１８） 

０ 

（２） 

７ 
（６） 

１８ 

（２６） 

知事部局 → 教 育 局 
１１ 

（１２） 

４ 

（５） 

１０ 

（６） 

２５ 

（２３） 

計 
６６ 

（８１） 
１２５ 

（１２４） 

４９ 
（４３） 

２４０ 
（２４８）

      ※ 他に 
        教育局 → 市町村 １０（ ５）   市町村 → 教育局 ３１（３３） 

             教育局 →  国   ０（ ３）   国    → 教育局   ３（ ４） 
         

 ウ 女性管理職の登用 

                   （  ）は令和５年度 

 人 数 割 合 

副課長級以上 ２１（２１） １９．６％（１８.９％） 

うち所属長以上 ４（ ４）  ９．８％（ ９.５％） 

 

   【部長昇任】 

   ・市町村支援部長    吉田 勇  （市町村支援部副部長） 

   【女性幹部職員】 

   ・参事         案浦 久仁子（教育総務部副部長兼総務課長） 

   ・歴史と民俗の博物館長 栗岡 眞理子（さきたま史跡の博物館長兼嵐山史跡の博物館長）  

   【知事部局との交流】 

   ・教職員採用課長    我妻 卓哉（福祉部こども安全課児童虐待対策幹） 
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 エ 定年引上げ関係 

 

令和５年度末 

６０歳の職員数 

令和６年度継続任用 退職 

特例任用 降任 その他 退職 
※うち定年

前再任用 

   ８ －    ４    ０ ４    ０ 

 
 
（２）小中学校、県立学校関係 

 
 ア 異動件数 
 
   【小中学校】 
                                  ( )内は令和５年度 

 校長、教頭 
主幹教諭 一般教職員 計 

 １,２５９ 
（１,４５５） 

４,１３９ 
（４,３０７） 

５，３９８ 
（５，７６２） 

増減 △１９６ △１６８ △３６４ 
 
  【県立学校】 
                                             ( )内は令和５年度 

 校長、副校長 
教頭、主幹教諭 事務長 一般教職員 計 

 ２２０ 
（２１４） 

８３ 
（１１０） 

１，７８９ 
（２,１５４） 

２，０９２ 
（２，４７８）

増減 ６ △２７ △３６５ △３８６ 
 
 
 イ 校長、副校長、教頭及び主幹教諭の人事異動 
 
  (ｱ)異動件数 
 
  【小中学校】     
                        ( )内は令和５年度 

 退 職 転 任 新 任 計 再任用 特例任用 

校 長 
52 

(174) 
203  
(238) 

107 
 (163) 

  362 
 ( 575) 

41 
 (58) 

64 

教 頭 
17  

( 46) 
385  
(296) 

152 
(212) 

 554 
 ( 554) 

 1  
 (1) 

－ 

主幹教諭 
 3  

(  2) 
167  
(157) 

173  
(167) 

 343 
 ( 326) 

－ 
－ 

計 
72  

(222) 
755 

 (691) 
432  
(542) 

1,259  
(1,455) 

42 
 (59) 

64 
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  【県立学校】        

                        ( )内は令和５年度 

 退 職 転 任 新 任 計 再任用 特例任用 

校 長 
 10  
( 36) 

 31 
 ( 35) 

 31 
 ( 16) 

 72  
(87) 

22  
(24) 

25  
(－) 

副校長  1  
( 2) 

  1  
(  0) 

   8  
( 6) 

   10 
 ( 8) 

 0 
 ( 0) 

 0 
 (－) 

教 頭 
  1 

 ( 10) 
68 

 ( 50) 
 35 

 ( 31) 
 104  
(91) 

51 
 (77) 

20 
 (－) 

主幹教諭 
  1  
(  0) 

 13  
( 7) 

 20  
( 21) 

  34 
 ( 28) 

－ － 

計 
 13 

 ( 48) 
113  
(92) 

94 
 (74) 

 220 
 (214) 

73 
 (101) 

45 
 (－) 

     

 

  (ｲ)新任校長・新任教頭 

  【小中学校】 

                   ( )内は令和５年度 

 平均年齢 最年少年齢 

新任校長 ５０．８歳（５１.３歳） ４６歳（４７歳） 

新任教頭 ４５．５歳（４５.０歳） ４０歳（３９歳） 

    ※ 校長の特例任用  小学校３６人 

               中学校２８人 

    ※ 校長の暫定再任用 小学校１６人（２８人） 

               中学校２５人（３０人） 

 

  【県立学校】 

                   ( )内は令和５年度 

 平均年齢 最年少年齢 

新任校長 ５４.６歳（５４.２歳） ５０歳（５１歳） 

新任教頭 ４５.３歳（４６.９歳） ３９歳（４０歳） 

    ※ 校長の特例任用    ２５人  

      教頭の特例任用    ２０人 

    ※ 校長の暫定再任用   ２２人（２４人） 

      教頭の暫定再任用   ５１人（７７人） 

 

 

  (ｳ)主幹教諭 

         ( )内は令和５年度 

 人 数 

小中学校 ４９８人（４２２人） 

県立学校  ４６人（ ４３人） 
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 ウ 事務長等の人事異動（県立学校） 
                    ( )内は令和５年度 

 退職 転任 新任 計 

事務長等 4(19) 64(68) 15(23) 83(110) 

 エ 女性管理職の登用 

  (ｱ)新任の女性管理職 

                    ( )内は令和５年度 

 校長 副校長 教頭 事務長等 

小中学校 
 ３６人 

（４０人） 
－ 

 ３０人 

（５０人） 
－ 

県立学校等 
４人 

（０人） 

２人 

（０人） 

１０人 

（５人） 

４人 

（８人） 

 

   （参考）新任管理職の男女別内訳 

 
       【小中学校】 
                    ( )内は令和５年度 

 男 女 計 
校 長 71(123) 36( 40) 107(163) 
教 頭 122(162) 30( 50) 152(212) 

計 193(285) 66( 90) 259(375) 
 
       【県立学校等】 
                     ( )内は令和５年度 

 男 女 計 

校 長  27(16)  4( 0)  31( 16) 
副校長  6( 6) 2( 0)   8(  6) 
教 頭 25(26) 10( 5) 35( 31) 

事務長等   11(15)  4( 8) 15( 23) 
計  69(63) 20(13) 89( 76) 

   

   (ｲ)女性管理職の総数 

   

   【小中学校】 

                    ( )内は令和５年度 

 人 数 割 合 

校 長 ２３９（２２５） ２３．０％（２１.５％） 

教 頭 ２１６（２２２） ２０．０％（２０.４％） 

計 ４５５（４４７） ２１．５％（２０.９％） 
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   【県立学校等】 

                    ( )内は令和５年度 

 人 数 割 合 

校 長 １８（１６） １０．１％（ ９．０％） 

副校長・教頭 ５５（５０） １７．６％（１５．５％） 

事務長等 ４３（４３） ２４．４％（２４．３％） 

計 １１６（１０９） １７．４％（１６．１％） 

  
 
オ 一般教職員の人事異動 
 
  【小中学校】  
                        ( )内は令和５年度 

 退 職 転 任 新 任 計 

教 員   428 (727) 2,392 (2,107) 1,119 (1,292) 3,939 (4,126) 

事務職員等    12 ( 33)   153 (  113)    35 (   35)  200 (  181) 

計  440 (760) 2,545 (2,220)  1,154 (1,327) 4,139 (4,307) 

 
   【県立学校】 
                        ( )内は令和５年度 

 退 職 転 任 新 任 計 
教 員  165(454) 810(842)  516(554) 1,491(1,850) 

事務職員等   34( 59) 201(195)   63( 50)    298(  304) 

計  199(513) 1,011(1,037)  579(604) 1,789(2,154) 

 
 
カ 定年引上げ関係 
 
  【小中学校】 

令和５年度末 

６０歳の職員数 
継続任用 退職 

特例任用 降任 その他 退職 
※うち定年 

前再任用 

493 64 56 253 120 19 

 
   【県立学校】 

令和５年度末 

６０歳の職員数 
継続任用 退職 

特例任用 降任 その他 退職 
※うち定年 

前再任用 

372 45 5 273 49 10 
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 キ 教員の新採用 

 
  【小中学校】 
                     ( )内は令和５年度 

採用者数 小学校教員 中学校教員 養護教員 
1,108(1,280) 662(788) 420(455) 26(37) 

     ※その他、選考により、栄養教員１１人（１２人）を採用 
 

  【県立学校】 
                     ( )内は令和５年度 

採用者数 県立高教員 県立特支教員 県立養護教員 
516(553) 264(298) 235(240) 17(15) 

       ※他に、市立高等学校（全日制）４名（５名）、 

         市立特別支援学校６名（６名）を採用 

 
 
 ク 学校間の人事交流 

 
 (ｱ)小学校・中学校間の人事交流  
                ( )内は令和５年度 

 小学校→中学校 中学校→小学校 
教員 ３６（４１） ３４（３０） 

 
  (ｲ)中学校・高等学校間の人事交流 
                ( )内は令和５年度 

 中学校→高等学校 高等学校→中学校 
教員 ４（１） ２（０） 

     
 
 (ｳ)特別支援学校に係る人事交流 
                      ( )内は令和５年度 

 小・中 高校 市立特支 
大学附属 

特支 
合計 

教員 

特別支援 

学校から 17(25) 24(23)  1(1) 1(2) 43(51) 

特別支援 

学校へ 24(23) 12(7)  5(5) 1(2) 42(37) 

               

 
 
 ケ 広域人事異動の推進（小中学校） 
                   ( )内は令和５年度 

市町村教委間異動件数 うち教育事務所間異動件数 

１，６１９（１，５４２） ３２１（３４９） 

  


